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1. はじめに
予算を有効に機能させるためには，その技術的側面のみの考慮では不十分で
あるとの議論は古くからなされている。それに応じて，人間的側面を重視した
研究が多数行われてきた。しかし，それらはタイトネス，報酬，参加等いずれ
も，予算が与える個人の内面への影響を中心に論じてきたものが多かった。確
かに，企業を構成するのはそれに参加する人々であるが，個人の行動の単純な
総和が，企業あるいは組織の行動を形成するという単純なものではない。それ
故に予算の有効性を考える際には，それと個人の行動との関係を検討するのも
重要だが，それに劣らず，予算と全体としての組織行動の関係を検討すること
も不可欠と考えられる。また組織の行動を考える際には，企業を取り巻く環境
あるいは社会の考察も不可欠となる。したがって，予算の働きを考えるには，
それと個人行動との関係のみではなく，組織行動および社会も視野に入れた総
合的な研究（注I）が必要と考えられる。ところが，この点に関してこれまで省み
られることは比較的少なかった。そこで当論文の目的は 予算と組織および社
会の関係のうち，特に予算の組織に与える影響を中心に考察することにある。
以下， 3つの論文を基に，予算を作成した後，それが実際に組織で運用され
る際に，組織変化に対してどのような役割を果たしていくか，およびそれが組
織においていかに受け入れられ，定着していくかという点を中心に，検討して
いくつもりである。
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2. Jacob のケース・スタディー
Jacob (1995, pp.65-73）は，意識改革が行われ，それが組織に浸透する際
に，会計がいかなる働きをするかを探究するために ニュージーランドの公立
病院における予算のケース・スタデイーを行った。彼は「会計は，外部の関心
が組織内に浸透し，それに影響するように，組織の可視性のパターンを変更す
るパワーである」というHopwood(1990, p.10）の意見を引用し，「会計は組
織内で外部価値を統合する際に重要な役割を果たし，外部社会の価値と組織内
の価値の聞の架け橋を提供する」（Jacob1995,p.59）と述べる。「しかし，組
織内の会計の役割を検討した文献は多数あるものの，社会と組織の関連につい
て述べたものは僅かである。当論文は，病院予算（注2）のケース・スタデイーに
より，この関連を理解することを意図したものである」と述べるものの，それ
については，当スタディーでは十分に解明されているとは言いがたい。それよ
り，むしろ組織内での会計の役割に関する部分で注目すべき点があるので，そ
れを中心に才食討を加えていきたい。
Jacob＇ま企業が変化するに際して， Habermas(1987,p.332）から操縦メディ
アという概念を採用する。 Habermasにとって中心的操縦メディアは金と力の
ことであるが，操縦メディアはコントロール下のシステムに作用し，最終的に
はその社会価値を定着（colonnize）させる。
会計情報は，まさにこの操縦メディアとして機能する。会計は可視性の媒体
であり、これが、操縦メディアの役割を説明する際に基本となる。 Jacob(1995, 
p.64）は，どのように会計が可視性を提供するかについて次のように述べる。
「第一に，会計は物的に観察できない活動とイベントを可視的にする。 Miller
&O’Leary (1987,p.241）は，企業における個々の人間の非能率を可視的にす
るための，標準原価計算や予算のような技術の重要性について論じている。会
計は個人を可視的にし それにより会計責任を持たせる用具を提供する。予算
と原価計算は，人間を計算実務の網の目にからませるための技術を提供する」。
そしてHopwood(1990,pp.7-17）の所説をまとめて「第二に，会計は概念と価
- 78 ( 224）ー
値を可視的にする。原価や利益のような概念は直接見ることは出来ないが，記
録されることにより観察とコントロールのための基準を提供する。それ故に，
会計は重要な概念の定義および再定義に使用できるので，変化プロセスにおい
て強力な用具となりうる」と述べている。
次にこの操縦メディアが，いかに組織を変化させていくかであるが，この点
に関してLaughlin(1991,pp.209-232）は， Habermas(1987,p.332）の社会発
展（削）モデルを使用して，組織が変化に対していかに対応するかを説明した。
その対応の際に重要な点は，解釈スキーマ，すなわち，組織のメンバーが共有
する価値，信念，文化が影響されるか否かによる。操縦メディアは解釈スキー
マを具体化し，組織のマネジメント・システムを形成する。そして，解釈スキー
マに影響しない変化を第l次あるいは形態的変化と呼ぴ，解釈スキーマに影響
する変化を第2次あるいは形態発生的変化とした口操縦メディアの変化は有形
システムの変化のみもたらし，組織の価値や文化に対して永続した影響はもた
らさない。このような変化を， Laughlinは“再方向づけ（reorientation）”
と名付けた。
また，組織が変化を取り入れる共通の方法は，そのための小グループの形成
であると主張する。さらにBion(1968）の所説を引用して，特別のワーク・
グループの作成は，脅威をうまく処理するための有効な方法であると示唆して
いる。そして吸収グループの確立は，変化の影響を限定することができるが，
主要な内部吸収グループは，他の同僚の思考を基本的に変化させる潜在力をい
つも持っているとする。これらのLaughlinの変化モデル，すなわち吸収と思
考変化への概念は， Scapens& Roberts (1993,p.l)の「何故会計変化はある
状況では受け入れられ，他では拒否されるか」という未解決の疑問について論
じるフレームワークを提供すると述べる。
Jacobtま，これに基づいて具体的なケース研究を行う。当研究はカンタベリー
の衛生局を対象としたもので， 44のスタッフへのインタビューに基づくもので
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ある。以前は3人のエグゼクテイブ（チーフ・エグゼクテイブ，医療部長およ
びチーフ看護婦）が，マネジメント・チームを形成し，病院を運営していた。
彼らのメンバー内の地位は対等で，同意による意思決定が行われていた。各ス
タッフはこの内のいずれかのチームに属し，そのチーフに（例えば，管理・サ
ポート・スタッフはチーフ・エグゼクテイブに，医師は医療部長に，そして看
護婦はチーフ看護婦にというように）責任を持っていた。同僚間の観察システ
ムを通じて可視性は確保され専門家とマネジャー問の緊張はなかった口その
後新しい制度が確立され 3頭政治は除かれ 一人のゼネラル・マネジャーに
より統合されることとなった。その結果， 3つのマネジメント・レベル，すな
わちゼネラル・マネジャー 単位マネジャー サービス・マネジャーから構成
される組織構造となった。それにより，医療スタッフは直接的な医療責任では
なく，予算に照らしてマネジャーから仕事を監視され，決定を評価されること
となった。予算コントロールが専門的コントロール・システムにおきかわり，
医療活動と決定がより可視的なものとなった。このような予算の実施をマネジ
メントに促す3つの要因があった。その 1は，会計システムは，明確な会計責
任とアウトプットのより良い定義を という政府の要求への対応策とみなされ
るからである。その 2は，資源利用の決定を行う者は能率的で有効な資源利用
の責任を持たねばならない。そこで，予算の使用は医師の判断を可視的にし，
マネジメントが，医療部門で使用された資源について質問することができるよ
うにさせるからである。その 3は，多数のマネジャーは業績基準で給料が支払
われるからである。
ただしこの導入により，医療スタッフと管理スタッフの聞に緊張が生まれた。
またこれによる他の効果として，統合計画システムの重要性が注目され，さら
にそれまで中央で交渉されていた給料・雇用条件が，各地域で独自に交渉され
ることとなった。
上記の変更により 新しい経営構造が生じ それに望ましい5つの原理が提
示された。それはフラットな組織構造，最大限の権限委譲，サービス指向，顧
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客感受性，および品質への意識である。 “クリニカル理事会”はこれを実現す
るための最良の構造とされた。これは医師の各グループが患者へのサービスの
ために，共に働く最小のレベルとして示された。その各グルーフ。はヘルス投資
センターと呼ばれ，その中で一人の医師がクリニカル・ディレクターとなり，
予算を管理した。上級医療スタッフがこの地位につくことを要請されたが，も
し志望者がいない場合は，マネジメント・スタッフに説得されて，いやいやな
ることが多かった。しかし，彼らは管理責任が増加したにも関わらず，医療ワー
クは減少しなかったために，このような管理作業に時間をとられることに大き
な不満を表した。クリニカル・ディレクターの重要な役割は，自身のセンター
の毎年の計画・予算プロセスへの参加である。しかし，このプロセスに参加し
た多くのクリニカル・ディレクターは，自身の意見が最終予算にほとんど反映
されていないことを知った。
Coombs ( 1987 ,p.391）は，予算ホールダーはこ重の役割を果たすと述べた。
それは資源提供者のための資源監視者と，特定部門のための主張者の役割であ
るが，このケースでもこれはまさに真実であった。
またLaughlinet al. (1994）は，彼らの役割を先頭のショック吸収者と名
付けた。実際，クリニカル・ディレクターの多くは，その職能は変化を吸収し，
同僚を増大する管理責任から守ることと述べていた。それにより，新しい考え
の流入を抑制した。このようにクリニカル・ディレクターは，明らかに監視者
としてよりも主張者としての役割を選択する場合が多かった。
以上， Jacobのカンタペリーでのケース・スタデイーを簡単に見てきたが，
このケースでは，予算導入に対する医師の反応についての調査が中心であり，
予算が操縦メディアとしてどのような組織変化をもたらしたかに関しては述べ
られていない。そのため，予算の操縦メディアとしての機能を検証することが
できなかったのは残念であった。
この論文を基に，予算による行動変化に関して重要と思われる部分を検討し
- 81 ( 227）ー
ょう。それは以下の2点である口第 1の点は 予算をHaberm asにとっての力
と金と同様の，操縦メディアとして明確に位置づけたことである。これは会計
は中立であるべきか否かの議論に関連する。 Solomons(1991,p.287）は，会
計担当者は「ジャーナリストのように，ニュースを報告すべきjであり，「会
計における中立性の獲得は容易ではないが，それなしには会計の信頼性が損な
われる」と述べる。また地図の作成にたとえて，「会計は経済的現実を表す地
図を作成しようとすべきであり，その評価はそのもたらす社会的効果でではな
く，その地図の正確性によりなされるべきである」と主張する。その意見に従
うならば，特定の方向への操作を目的とした操縦メディアとしての機能は否定
されることとなる。これに対して以下の意見によるなら この機能は認められ
ることとなる。 Tinker(1991,p.300）は「地図は現物の単なる細密画ではなく，
政治，経済，娯楽，宗教等についての関心により意識的に形成されるものであ
る」と述べる。またJones( 1995,p.237）も同じ地域を表す地図にも多様なも
のがあり，「ロード・マップは道路を強調したもので，正確性を求めるなら，
航空写真の方が適当だが，それは良いロード・マップではないjとして，所詮
「3次元の現実を 2次元の描写により表すという意味で どの地図も正確であ
るとは言えない。」そして「作成者と使用者の目的に内容と形式が適している
かが重要であり，実世界への一致は不可能であり，時には不適切」と述べる。
この両者の論争は 資本主義社会における企業観の違いにも関連をもつもので
あり，単純に決着がつくものではないため，当論文ではこれ以上の論及は避け
るが， “異なる目的には異なる原価”を集計する管理会計においては，後者の
観点に依ることは許されるであろう。それ故に，予算は操縦メディアとしての
機能を十分に果たしつるものと考えられる。
第2の点は，変化メディアとしての予算により いかに改革への意思が組織
内に伝わるかという点である。このケースでは 予算という操縦メディアが機
能しやすいように，まず組織構造を改革し，次に“クリニカル理事会”を導入
した。これは，組織が変化を取り入れやすくするための小グループとしての働
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きを行うものである。企業にとって有効な経営手法を導入する際に，小集団に
よる活動の有用性は実証されているものであり，これを，予算を媒介にした企
業変革にも利用したケースと言えよう。またもう一つ注目すべきことは，小グ
ループは操縦メディアがもたらす改革の圧力を，必ずしもそのまま受け入れる
わけではないという点である。すなわち，そのグループの長であるクリニカル・
ディレクターは，外部からの圧力を取捨選択することにより，いわば“ショッ
ク吸収者”としての役割を果たしているからである。それ故に同じ予算でも，
各グループにより受容のされ方が大いに異なり，そのために業績が大きく違っ
てくることがありうることに注意すべきである。これは，他の場面で広く主張
されている中間管理職の重要性が，このケースでも示されたものと言えるであ
ろう。
ただしこれらの操縦メディアは，前述のように第2次変化（組織のメンバー
が共有する価値感 文化に対する変化）をもたらすものではない。すなわち既
に企業文化が存在しており，それに沿った行動をメンバーに起こさせることを
意図したものと解釈できる。それ故に， Jacobは会計による企業文化の変化
は意識していない点に注意が必要である。それに対して，次の論文はあえて予
算には言及していないが，会計は企業文化をも変化させうるとする意見である。
それについて検討してみよう。
3. Dent のケース・スタディー
Dent (1991,pp. 705-728）は，会計が組織変化にいかに関わるかの研究は，
これまで僅かしか行われていないと述べ，ケース・スタディーによりその考察
を行っている。当論文ではそのケースを基に，会計が企業文化をいかに変えた
かを中心に見ていくこととする。
ER鉄道は， 150年の歴史を持つ従業員160,000人の国営企業である。組織構
造は地域別に編成され，各々はゼネラル・マネジャーにより管理されていた。
規則，手続きおよび命令系統は明確で，典型的な官僚的特質を持っていた。そ
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して多くの従業員は，鉄道を社会サービスとして認識していたために，その主
な目的は輸送基盤の提供であり，収益性は副次的重要性しか与えられていなかっ
た。しかし，その後財政的逼迫状況に見舞われ 政府からの収益性向上の圧力
が増してきた。ところが当社では，これまで技術上の優秀性はあったものの，
マネジメント技術でl立遅れていた。そこでビジネス・マネジャーの任命により，
収益性の向上を目標とすることが決定された。
しかし，当初彼らの役割は 離れた場所からの会計によるコントロールであ
り，鉄道業務に対する公式的なコントロール権限はなかった。それ故に，地域
ゼネラル・マネジャーが伝統に則って 鉄道の運営を続けていた。しかしビジ
ネス・マネジャーの任命は，想像よりず、っと大きな効果をもたらした，それは，
これまでの文化と対立する新しい文化をもたらしたからである。彼らは異なる
現実の解釈を持ち込んだ。彼らにとって鉄道はビジネスであり，その目的は利
益の獲得である。ビジネス・マネジャーは最初 スタッフもサポートもなしに
任命されたが，次第に影響力をつけていき ビジネスとしての鉄道という考え
を広めていった。その結果 政策決定はビジネス原理に基づいて行われるよう
になった。そして古い鉄道文化は ビジネス観点（鉄道は利益を獲得するため
にマネージされるべきという信念）に置き換えられた。
それではビジネス・マネジャーの任命により，どのように企業文化が変化し
たのかを，解説を加えつつ少し詳しく検討してみよう。まずビジネス・マネジャー
による会計に関する変化は次の 2つである。以前は，主に分析目的のため（責
任会計目的ではない），鉄道は各地域セグメントの収益に，それにトレース可
能な原価のみ対応させる貢献利益会計システムを実施していた。当然，共通費
は各セグメントに配賦されない。その結果，鉄道事業は各セグメントに共通な
活動が多いので，多額の未配賦原価が発生することとなった。これに対して会
計の上級幹部は，配賦は可能でも有意義なものでもないとこれを擁護していた。
しかしビジネス・マネジャーの任命は これに転換を迫るものであった。彼ら
にとっての重要な課題は 利益貢献責任ではなく 原価意識を高めることであ
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り，そのためには，共通費の配賦が必要となる。これが実施されると，ビジネ
ス・マネジャーの誰かが全ての原価の発生に責任をもつこととなり，発生した
原価の必要性とその効果に対して強い関心をもつこととなった。
また，当初ビジネス・マネジャーは業務上の権限をもたなかった。しかし以
下の変更が行われた。それは，ビジネス・マネジャーが任命されると，従来，
地域ゼネラル・マネジャーが作成していた計画にビジネス・マネジャーも参加
させるようになり，それにより計画プロセスがビジネス主導となったこと。さ
らに資本支出の承認は，これまで地域ゼネラル・マネジャーとエンジニアリン
グ部門の長により行われていたが，これにもビジネス・マネジャーが参加する
こととなったことである。これらの変更は，意思決定にビジネス志向を持ち込
むことを意味し，これにより，業務上およびエンジニアリング上の関心を利益
計算に置き換え，財務的言語を議論に投影させることが可能となった。その結
果，列車のルート，スケジ、ユール，および修繕のプログラムのような業務上の
問題に対して，原価有効性や利益効果を再考する機会が与えられることとなっ
た。
このような変化により，以下のように企業文化が変化した。従来，この企業
の基本的目的は公共サービス，すなわち鉄道輸送の確保であり，それをおこな
うことで，政府から報酬が与えられていた。そのため収益性追求に対する関心
は薄く，会計は重視されていなかった。ところが，上記2つの変更により利益
意識が徹底され，利益追求企業としての鉄道概念を形成するようになった。そ
こで，鉄道輸送は他と同様に売買される製品（サービス）であり，生存は，市
場で他の企業と競って得た資源に依存するとの考えに移行することとなった。
したがって，利益機会の追求と非利益活動の除外が生存に重要となるので，会
計は非常に有意なものと考えられるようになった。
また活動基準も変化した。従来の鉄道文化では，列車の運行に必要か否かに
基づいて活動基準が設定されていた。しかし，全原価の配賦による各部門での
原価意識の高まりにより，活動基準も会計基準（収益および原価の向上に役立
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つ活動か否か）に変化した。
さらに時間概念も大きく変化した。従来は鉄道はその建設に時間がかかり，
投資してから利益を得るまで長時間を要したので，長期的思考が支配的であっ
た。しかし，各セグメントの利益による評価が定期的に行われることとなった
ために，短期的な思考に変更されることとなった。
これらの変化をDentは，会計の変化が，ビジネス文化を具体的な鉄道業務
に結び付け，その結果，従業員は日々の活動に新たな意味を見出し，それによ
り企業文化が変化したものと解釈する。
以上Dentの論文に基づいて，会計変化による企業文化の変化について論じ
てきた。予算が人間の行動に影響を与えることは，古くから行動科学的研究で
論じられてきており，既に自明のことである。それに対して，これを超えてさ
らに文化にまで影響を及ぼすことを明確にし，それを実際のケースに基づいて
検討した点に， Dentの意義がある。しかし，それでは単なる行動への影響と
文化へのそれの聞にはどのような違いがあるのであろうか。さらに一歩進んで，
文化を変えることにどのような意義があるのか。この点について， Dentは明
確に述べていないので，以下で検討を加えることにする。
企業文化は，経営学の分野で数年前から企業業績を左右する非常に重要な要
因として認識されている。しかしそれは非常に暖昧な概念で，論者により多様
に述べられており，統ーした定義はないのが現状である。そこで，それらを最
大公約数的に抜き出せば「組織の構成員により内面化，共有化された価値・規
範で，意思決定基準となりうるもの，目に見えない影響因」とでもまとめるこ
とができるであろう（削）。このうち，特に内面化という点で以下検討を加える。
加護野（1985,p.212）は，文化は目に見えない影響因として次の機能を果たし
ていると述べる。「価値・規範・信念が共有されているときには，外部から命
令や指示が与えられなくても，人びとは組織目的に合致した行動をとることが
できる。・・・組織文化は，具体的な指示・命令を与えなくても，安定した行
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動パターンを生み出すことができる」と。この点からもわかるように，文化と
は，意思決定基準が示された時点でのみ行動を促すのではなく，その決定基準
がなくなっても，しばらくはその影響が残るという特徴をもっoそれ故に文化
が変化したといいうるためには，一時的に行動が変化するのみでは不十分で，
その変化が継続するものでなければならない。そのためには，意思決定基準の
変化が構成員に受容され，定着されねばならない。したがって，文化を論じる
のであるなら，これらの決定基準が示されてから，内面化されるまでのプロセ
スに会計がどう関わったかの論及が不可欠である。しかLDentのケースでは，
結果として文化変化がもたらされたことを述べるのみで，これについては全く
ふれられていない。
また会計による企業文化の変化を論じるには，そのプロセスのより詳細な検
討が必要である。しかしこのケースでは，例えば共通費を各セグメントに配賦
するにしても，その方法は資源の消費を反映するものと述べるのみで，それ以
上の詳しい記述はされていない。また資本支出決定への参加にしても，従来は
どのような評価基準であり，それが参加によってどのように変化したのか，あ
るいはしなかったのか，という問題が全く述べられていない。そのため，この
ような方法の変更がどのように個人の意識を変化させ，そして，それが総意と
しての企業文化へ，いかに結実していったかのプロセスが検討されていない。
他に，会計と企業文化との関連について論じたものとして， Morgan( 1988, 
pp. 477-485）がある。彼は，病院で患者あるいは部門を利益あるいは原価セン
ターとすることにより，看護婦と他のスタッフが材料と時間の管理を厳格にす
るようになった例を挙げて，次のように述べている。「原価をコントロールす
る，あるいは予算以内に抑えようとの考えは，従来のヘルス・ケアー中心によ
る決定とは異なる決定を導き，看護婦と患者，医師と患者の関係を変える結果
を招く。特に“予算への適合”が重視されると，看護婦の基本的考え方も患者
指向から管理指向へと変わることとなる。このように財務によるコントロール
は，病院をより能率的にすると共に，非人道的にもしうる。」（Morgan1988, 
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p.482を要約）として，会計による文化の変化について述べているが，そのプ
ロセスについての考察は全く行われていない。
またCovaleskiet al. ( 1993,pp.65-80）は，会計により病院におけるパワー
が医師から管理者に移ることにより，意思決定，行動パターンが変化すること
を述べている。しかし，その詳細なプロセスについては述べられていない。
（但し，この論文は前2者とは観点が若干異なり，会計の制度化による影響を
中心に論じたもので，文化変化に焦点を当てたものではない。）
このように具体的な会計技法についての言及が乏しいのが，この分野での研
究の一般的な特徴である。確かに会計技法としての完全性よりも，それに対す
る個人の解釈を重視した点にこの研究の特色があるのだが，それなしには実践
的な有用性が期待できないであろう。
それ故に，もし会計が企業文化にまで影響を及ぼすことができると述べるな
ら，あるいは前記のJacobの表現による第2次変化をもたらすことができると
するなら，これらの点に十分に配慮した一層の研究が必要であろう。
次の論文は文化についての言及はなされていないが，予算が組織内でいかに
受容されていくかについて論じたものである。これは組織変化にとって不可欠
であり，さらに内面化への一つのヒントともなりうるので，次に検討する。
4. Preston, Cooper & Coombsのケース・スタディー
これまで，会計における大半の研究は既に存在するシステムの働きに注目し，
会計システムがいかに作成され，企業内で発展してきたかについての考察はあ
まり行われてこなかった。そこで、Prestonet al. (1992, pp.561-593）は，会
計と予算が組織において，いかに定義され，述べられ，修正され，再定義され，
発展し，実施されるかについての検討を行った。その際に，科学と技術がいか
に創造されるかについて論じたLatour(1987, pp.45-57）のアプローチを利用
する。
Preston et al.の分析は、会計システムが創造する可視性に注目したHopwood
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(1987, pp.227-228）の方法に類似する。しかしHopwoodとは異なり，会計
の構成的な役割ではなく，新しい言語，意味のパターンが予算システムの作成
を通じて現れ，予算が人々に受け入れられるようになるプロセスを重視したも
のである。これはすなわち，会計・予算システムを組織で実際に機能するよう
にさせる方法や，それらと既存の経営方式との関連に注目するものである口
図l fablica tionフ。ロセスのモデル（Latourの議論がベース）
-－券｜ 政治・社会・経済的状況
弱い可能性
レトリック
と経験
議論の強化
'+ 
資源と 使用と修正を
同盟 通じて完成
実 施
Preston et al.は，予算が作成され，それが企業内で確立していくプロセス
を図 1のように表し， fablication（注5）と名付ける（Prestonet al.1992, p.566）。
これは，初めは弱い一つの可能性にすぎなかったものが，レトリック（口一6）や経
験あるいは合法と感じさせる他のアビールを通じて，確信的な議論へと発展し，
さらには，そのいくつかが当然の事実として各人に受け入れられていく過程を
示したものである。 fablica ti onは，参加する個人の活動や相互作用から生じ
る定義，解釈および意味を含む。これらは，人々がそのシステムについて考え
る方法を形成する。そして個人の解釈と反応は，公式的に意図された責任パター
ンやコントロール・メカニズムおよびシステムのデザイン方法を修正および変
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更する。この観点によると，「個人の活動は組織構造を作りだすと共に，その
ような構造に左右されるという相互性がある」（Giddens 1984）こととなる。
これらの考えに立つならば，システムの部分を単に総合するだけで，望まし
い結果が得られるとの考えは楽観的にすぎることがわかる。システムのデザイ
ンはfablicationフ。ロセスの一部を表すのみであり，そのおblicationプロセス
は，システムに対する個人の解釈とそれへの反応を含むものだからである。
Preston et al.は，英国の国営病院においてマネジメント予算が実際にfabli-
cateされたプロセスを この観点と図 1に基づいて検討した（この病院ではそ
れまで，内部経営管理のための会計システムはほとんど実施されていなかった
ために，創造プロセスを見るのに好都合であると述べられている。）それを解
説を加えつつ要約すると以下のようになる。
「弱い可能性J
1970年代以降から続いた英国政府の財政危機による，政府からの資金供給の
減少のために，国営病院では新しい経営方式が模索された。それに応じて，国
営病院の経営改革を目指して一連のレポートが発行された。その最初のレポー
トがGriffithsレポートで，それにより，病院で働く人々の会計責任を高める
ための会計コントロール・システムとして，マネジメント予算が提唱された
(1983年）。このレポートは商業的会計・コントロール技術を国営病院に持ち込
むために発行されたものである。このレポートについてDay& Klein (1985, 
p.1676）は，「1980年代に政府機関ではやりの経営言語と原則（特に能率性と
有効性に関するもの）を反映し，それを現実のものにしようとした」と述べる。
しかしこのレポートの実施は強く推薦されたが，マネジメント予算の正確な
意味，その技術的な性格，その実施方法はすべて不明確であったために，当初，
その推薦は弱い可能性を示唆するのみとしてみなされていたD
伝統的観点によると，能率あるいは原価有効性等の概念の導入は，医師の自
由に対立するものであったが，その後原価意識の高まりと共に，合理性概念の
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重要性が認識されるようになり 医療と経済性のニーズは共に重視されるよう
になってきた。
そのため様々な批判にも関わらず， Griffithsレポートは経営概念を導入す
る際に中心にすえられるようになってきた。それは，医師が自身をマネジャー
と見ることを強く要求した。さらに医師を統括する者として，経済性原則を重
視する私企業からの 地域ゼネラル・マネジャーの登用が理想と述べた。但し，
医師の自由はマネジメント予算により制約を受けた。その予算は医師に資源利
用の責任を課すものであった。このように，マネジメントは新しい秩序をもた
らすだけではなく その影響は医師にまで及ぶものであった。
しかし，医師の自由に対する解釈の変化にも関わらず，以前として医師は最
大のパワーグループである。そのためマネジメントと医師の緊張が高まった口
それ故に，新しいゼネラル・マネジメント職能の導入は，それほどスムーズで
はなかった。英国医療協会の調査によると 同意によるマネジメントから責任
マネジメントへのシフトを要求するGriffithsレポートに対して，多数の地域
で医師が不満を持っていることが明らかにされた。また マネジメント予算の
中心となる役割を担う，医師とマネジャーの間では相互に不信感を持ち合って
いた。
「議論の強化」
新しい技術が導入される時，その効果について議論が生じるのが普通である。
それらの敵対的な環境を和らげるために， Latour(1987, pp.45-57）は次の 4
つの方法を解説する。その一つ目はテキストである。テキストによる技術上の
ディテールの積み重ねはその議論に対する反対を困難にさせる。 2つ目は相手
に納得させるために 数字を持ち込むことである。 3つ目は議論の枠づけであ
る。これにより議論のアジュンダ（注7) 批判の対象 評価基準等が提供される。
また4つ目はcaptationと名付けられたもので，最初に反対の少ない一般的な
ものを持ち出し，その後議論のある問題を提出するもので，レトリック，陰謀
に結びついた方法である。
Preston et al.は，英国国営病院での予算導入の際に，マネジメント予算を
納得させるためにこれらがいかに使用されたかを検討している。まずこの導入
の一般目的として，より良い患者へのサービスの提供を強調する。これは，そ
れ自体反対しにくい高い理想として位置づけられ，上記のcaptationの働きを
なすものである。すなわち，マネジメント予算がより良い患者へのサービス，
あるいは資源の最も有効な使用を，実際には必ずしももたらさないとしても，
それらの理想に原則的に反対するのは困難である点を利用したものである。
また，マネジメント予算は会計実務あるいは原価削減用具と見なされるべき
ではなく，その主要な目的は全レベルでのより有効なマネジメントを通じて，
サービスを改善することであると言明する。それにより 議論しやすい問題に
限定しそれに注目させ，異論の多い問題から注意をそらすことが行われた口
この議論をさらに強固なものにする際に，資源 支持者，および反対者も含
めたネットワークが創造される。それは 技術の成否は他者の行動に依存する
ためである。すなわち，技術の構築はその設計者のみではなく，その潜在的な
使用者やその技術に影響される人々も含む 集合的なプロセスであるからであ
る。
このような技術の成否は他者の行動に依存するとの考えは， 2つの重要な意
味を含んでいる。その 1は技術の形成を理解するには，そこにふくまれる個人
の反応を検討する必要があるということである。そしてその2は，技術は単純
に広まるものではない。すなわち，マネジメント予算はそのプロセスで修正さ
れ，強化され，また損ねられるものである。マネジメント予算はそのデザイン
からと同時に，その実施からも生じる。 fablicationは利用プロセスを通じて
生じるものであるということである。
この点を少し詳しく検討してみると，従来の観点では，新しい技術は事前に
存在しているか，イノベーターにより創造されるものであり，新しい技術が導
入されないのは，マネジャーの無知や抵抗によるものと想定されていた。そし
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て，技術は偉大な発案者の産物であり，技術の運命はそれ自身にあるとされて
いた。それに対して，この観点では社会的要因が重視され，予算はシステム・
デザイナーの事務所でのみ作成されるのではなく 実施段階でも創造，修正が
行われる。そしてそれが固定されるのは，その技術が使用され，再使用され，
そして最終的に当然のものと考えられるようになった時のみであるとするもの
である。それ故に，マネジメント・コントロールや予算システムのような組織
イニシアテイブの作成は，組織内で公にされる前に，しばしば個人との会話，
小グループに限定された会合，外部専門家との相談等において開始されるのが
普通である。
国営病院においても，マネジメント予算が公表される前に，これらがその作
成に関わった多くの事例を見ることができる。その目的は医師をそのプロセス
に含めることにより，単位レベルのマネジメントを強めることにある。これに
より，マネジメント予算が公表された時には，それがどのように実施されるか，
および誰がそこに含まれるかといった重要な決定事項は既に決定されており，
多数の納得が得られるものとなっていた。
〔実施〕
このようなfablicationのプロセスを経て 期待と共にマネジメント予算が
実施されることとなった。しかしそれにも関わらず その導入は成功しなかっ
た。マネジメント予算は単なる会計実務ではなく，複雑な組織における変化の
マネジメントを含むので，それに関連する人々の高度の関与を必要とする。し
かし，英国国営病院におけるマネジメント予算の導入への反応ははかばかしい
ものではなかった。例えば，英国医療協会のこれに対する見解は以下のような
ものであった。「マネジメント予算は，良くて原価のかかる無駄なもの，悪け
れば医師に大きな財務的な責任を課し，経営的責任をほとんど課さないことに
より，医師の権限を損なうものである」（BritishMedical Journal May 1986）。
また，予算は原価削減用具ではないとの方針にも関わらず，多くのコンサルタ
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ントは，それを他のタイプの原価削減実務と解釈していたとの報告もある。そ
れに対して，マネジメント予算を会計から距離をおかせるために，会計担当者
をその責任者としないという案が検討されたが メンバーの反対により実施さ
れなかったと報告された。
その結果，マネジメント予算はこの組織では定着する手法とはならなかった。
その理由として， Prestonet al.は様々に述べているが，それは以下の 2点に
要約することができる。まず、Latour( 1987）はその論文で，如何に技術の成
功が人間と資源のネットワークに依存するかを強調したが 当病院では医師お
よび管理者の根強い不信によりそのネットワーク作りに失敗した点をあげるこ
とができる。また他のーっとして，マネジメント予算は，全体として有効な医
療サービスの向上を目的としたものであったが，その考えが徹底せず，過去の
経験からそれを原価削減用具と考えた医師が多くいた点に求めることができる。
その後，このマネジメント予算は名称がリソース・マネジメントへと変更さ
れた。その目的も医師のコントロールから診療のマネジメントにシフトされ，
会計および予算としてでなく，医師の参加および組織開発の観点からその技法
がとらえられるようになり これにより医師の反発も軽減された。その結果そ
の導入は成功し，他の多数の病院でもこれが実施されるようになった。
以上， Prestonet al.による研究を見てきたが，このケースは国立病院にお
ける予算についてのものであり，通常，予算を研究する際に中心的に論じられ
る民間の製造業に対しては 参考となりうるかという疑念が指摘されるであろ
う。しかし，ここでの中心テーマは予算作成後のその導入・定着のプロセスで
あり，この点に関しては両者の聞にそれほど大きな違いはないと考えられる。
また，この例は新たに予算を導入するケースであり，多数の私企業のように既
に予算が導入されている場合には関係がないとの意見も考えられる。しかし，
予算内容の変更等は大いにありうることであり，その際，それが定着しうるか
を論じる場合に十分に適用しうるものと考える。それ故に，ここで取りあげら
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れた議論は，私企業の場合においても十分議論の対象となりうるものである。
ただしこの論文は前述の2つの論文と同様に 従来の一般的な予算に関する
研究とは非常に異なっている。それは，予算の内容についてほとんど触れられ
ていないことである。作成された予算が実際に機能しないケースが生じた場合，
通常，その内容，例えばタイトネスや参加等の個々の部分に問題があるからで
はないかと想像する。それ故にその部分の研究がなされていないのは，不十分
ではないかとする意見もあるであろう。しかしここで注意すべき点は，予算が
受け入れられなかったのは，前述のように予算の個々の部分の難点によるので
はなく，予算それ自体の導入に対する拒否のためであったことがインタピ、ユー
の結果，判明していることである。つまり，個々の部分の問題点とは別に，全
体としての予算についての問題が存在するということである。例えば，予算数
値のタイトネスのレベル変化による企業構成員の行動の変化の総和が，単純に
企業全体の行動の変化とはならないのである。これは 別の言い方をすれば，
これまで科学の発展に多大な貢献のあった いわゆる要素還元主義（討川によっ
ては解決しえない問題の存在を示すものである。予算とは何かと問われた場合，
それを構成する個々の部分を示すことでこれを説明することは可能である。し
かしそれらの個々の機能を単純に合計しても，予算全体の働きが表されるわけ
ではない。
それ故に，各部分の研究以上に全体の研究が必要となる場合もありうるので
ある。しかし，この点については特別に新しい発見というわけではない。ここ
で注意すべきは，この分野に関する研究が非常に少ないことでもわかるように
これまであまりに軽視されてきた点が問題なのである。それ故に，予算全体の
与える影響について，多数の事例に基づいて検討し，予算をうまく機能させて
いく方法を研究していくことが是非とも必要なのである。 そのーっとして，
Preston et al.の研究は，予算が組織に導入されてから，定着するまでのプロ
セスをモデル化し，それを実地に検証した点において非常に貴重な研究と評価
できるものである。
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しかし，個々の要素の研究が決して無意味というわけではない。全体を理解
するために，各要素に分割して研究する手法は以前として重要である。ここで
注意すべき点は，他の研究分野と同様に，これまで要素還元主義が強調されす
ぎてきたことが問題なのであり，これまで看過されてきた全体の与える作用に
配慮しつつ，個々の作用と総合して検討することが必要ということである。
5.結びに代えて
これまでの予算に関する研究は，企業にとって有用な予算を作成することが
その中心であり，それが完成した後，どのようにしてそれが企業内で機能を果
たすようになるか（あるいはならないか）についてのものは少なかった。その
理由は，企業を構成する人間およびそれを取り巻く社会環境が，あまりに多様
な性格を持ち，それが予算の運用の際に様々な影響を及ぼすために，統ーした
理論の作成が極めて困難だからであろう。しかしこの研究が予算実施の成功に
とって，予算の作成と同様に重要なことは言うまでもない。
そこで，当論文では会計と組織行動との関連についてのケース・スタデイー
を3つの論文について見てきた。 Jacobで、は，会計を操縦メディアとして明確
に位置づけたものの，従来から論じられている組織行動の範囲に止まるもので
あった。しかLDentで、は，文化変化にまでその範囲が及び，さらにPrestonet 
al.で、は，予算の受容，定着の方法の探究が中心テーマであったが，それは実
質的に文化変化，および組織行動へと至るプロセスとなりうるものであった。
これらの議論は，従来の管理会計の論文とは大きく異なるものである。そこ
で，この分野における今後の展望を簡単に述べることで，本論の結びとしたいD
これらの研究が従来のものと大きく異なる点は次の2点である。一つは，経営
管理に最も合理的に役立つための会計技法を作りだすことを目的とするのでは
なく，会計と社会および組織との関連を探究することにより，会計技法の円滑
な実施を目指したものである。そして他の一つは，実際の会計技法がどのよう
なものであるか，ということよりもむしろ，その会計技法を人々はどう解釈す
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るかということを重視している点である。
Miller (1994, pp.15-20）は，過去10数年間に行われたこの分野での主な研
究を，次の3つに分類して論じている (if9)0 そのlは，従来から解釈的アプロー
チと称されるもので，これをMillerは記述的人種学アプローチ（川）と名付けて
いる。これは特定の状況で，会計技術あるいはシステムを使用する者が，それ
に対して持つ意味と感覚に特に注意を払うアプローチである。その 2は，会計
の政治経済的アプローチと称せられ，対立する政治経済的利害に注目するもの
である。それ故に，会計を意思決定のための中立の技術的情報と見る代わりに，
会計システムを，しばしばそれを通じてパワーが実践されるメカニズムとして
認識するアプローチである。その 3は，組織デザインと環境，およびそれらと
会計システムとの関係に注目したもので，コンテインジェンシー・セオリーに
関連するアプローチである。
このうち，当論分で考察した前記の3つの論文は， 1の記述的人種学アプロー
チに該当するものである。それらは，予算に対する各人の解釈が，それを受容
するか否か，あるいは行動へと結びつくか否かにとって最も需要な点であり，
予算自体の完全性より，むしろそれがどのように解釈され，受け入れられるか
という点に注目して検討を行っていたからである。そこで，これについて簡単
に補足を行うこととする。
Hopper&Powell (1985, pp.445-449）は，このアプローチについて論じてい
るが，それを要約すると以下のとおりである。「社会における主観的性質を強
調し，検討した参照枠に基づいてそれを理解しようとする。その焦点は，外部
に存在する独立した現実よりも，個人の意味と人々の現実の感じ方による。こ
こでは他人の行動は，直接の観察よりも，解釈プロセスにより理解しようとす
る。人々は他人との相互活動において，コンスタントに社会的現実を創造しよ
うとする。そのような社会的現実と，それが社会的に構築され，交渉される方
法を分析することが解釈アプローチの目的であるJと。このようにこのアプロー
チは，非常に主観性を重視したものであるために，次のような批判も述べられ
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ている。「解釈的アプローチは，会計に対するまったく新しい理解を提供する
ことに成功したのであるが，一方，行為者の主観を出発点とするため，より大
きな社会的・時代的コンテクストの中で会計を理解するには限界がある（注11）」
（岡部1991,p.153）。主観を基礎とした理論は，言うまでもなく実用性に乏し
い。それ故に，主観による事例をいかに積み重ねて普遍妥当性に近づけていく
かという点，および、前記のMillerの2および3のアプローチも含めた他のアプ
ローチを考慮しつつ，多面的に検討を進めていくことが今後の課題である。
しかし 2および3についても，これらはいずれも未だ完成したものではなく，
また多数により認められたものでもない。しかし会計のより深い理解のために
は，これらは決して無視しえるものではなく，それぞれについて一層の議論を
深めることにより，この分野における知識を充実させていくことが必要であろ
つ。
またこの分野の研究は，いずれも会計技法に対する解釈を重視するあまり，
予算自体の技術的完全性をあまりに軽視しすぎているという欠点がある。これ
はこの研究の歴史が浅く，従来の研究におけるすき間部分を埋めることに専念
していたために止むを得ないことともいえる。しかしこの部分に対する論及が
ないと，その実用性が著しく限定されるため，今後は予算の内容に対する各人
の解釈も十分に考慮した研究が，是非とも必要である。
〔注釈〕
注 l…この分野の研究は，もっぱらイギリスを中心に行われており，わが国でも近年，徐々に
活発に研究成果が発表されるようになっている。イギリス会計学については，山上（1990
a, b）参照。
注2…ここで， Jacob！立病院予算という語に，医師の参加，マネジメント予算，リソース・マ
ネジメントの意味も込めている。
注3…Habermasは，社会の発展を社会価値と物的システムの差異化のプロセスと論じる。物
的システムは社会価値を反映するために確立されるが，複雑性が増すにつれて，またその
システムが自律的発展を行うにつれて，それらのコントロールは困難になる。操縦メディ
アはこれらのギャップを埋め，システムの発展原理と社会価値の一致を確保しようとする。
注4…Dentは， Geertz(1973, p.363）の定義を引用して，「文化とは，活動とイベントがそれ
を通じてコミュニティーで意味を持つようになる解釈構造の集まりである」と述べている。
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また飯田（1995, pp.108-131）は，多様な意味を持つ企業文化について，簡潔にその定義
および使用法を整理しているので参照されたい。
注5…Prestonet al.は、このプロセスを示す用語として “construction” あるいは
“production”ではなく“fablication”を使用する。これは確立ばかりでなく，もろさ，
陰謀といった多様なイメージを伝えるためであるとしている。
注6…Prestonet al.は，レトリックという語を人に真実あるいは誤りを確信させる方法， と
いう意味で使用している。
注7…ここでアジェンダとは，マネジメントが特定時点に注意を払うべき問題のポートフォリ
オのことである。
注8…要素還元主義とは，「近代科学思想の最大の特徴は，全体を分割していって，分割不能
な諸「部分J（要素）に到達する。その部分を集積すれば，再び，全体に到達できる。し
たがって，最も単純な部分を解明すれば，解明しようとする対象全体が認識できる。ある
いは，その部分を組み合わせると，全体が再構成できる。という思考」鷲田（1994, p.47) 
のことである。
注9…その他の分類として，山上 (1990b,pp.13“14）は，この分野で多数の成果を挙げてい
るイギリス会計学を，次の2つ，すなわち「社会関連学派」…会計を組織論的・社会学的
に研究するグループと，「体制批判学派」…会計を体制批判的に解明するグループ，に分
類している。
注10・・人類学者が馴染みのない文化と実務を理解するために使用するのと同じ方法を， この分
野を研究するために用いるので このような名称を付けたとされる。
注1・・園部はさらに「会計とそれをめぐる社会的諸利害との関係や，その歴史的起源や由来を
分析するためには，位相を異にする視線が必要となるのである…」 (1991,p.153）として，
構造主義的アプローチを提唱するが，この点に関しては当論文の主要テーマから外れるの
で，これ以上の検討はしない。
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